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Ⅸ． 検査 
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ⅩⅩⅠⅠ．．  研研究究成成果果のの発発信信  

１．NEDO助成事業における研究成果の発信について Ｐ．１０８ 

 
 

ⅩⅡ． プロジェクトマネジメントシステムの概要とユーザー登録 

ⅩⅢ． 助成事業終了後の手続等 

ⅩⅣ． 記載例・参考例 

ⅩⅤ． 交付規程 

ⅩⅥ． 様式 
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１１．．  ＮＮＥＥＤＤＯＯ助助成成事事業業ににおおけけるる研研究究成成果果のの発発信信ににつついいてて  

ＮＥＤＯの助成事業は公費を財源としているため、その成果については広く一般に高い関心がもたれ

ています。ＮＥＤＯとしても積極的に成果の発信を行うことにより、この社会的要請に応えているところで

す。 

このことから、ＮＥＤＯにおいても助成事業の成果の把握を行う必要があるため、当該事業の成果を発

表または公開する場合、および当該事業の成果を利用して事業化・製品化する場合は、事前にＮＥＤ

Ｏに報告するように規定しています（交付規程第９条第１項２１号、第２３条第４項）。報告様式はありま

せんが、以下について、プロジェクト担当部までメールにてご連絡ください。 

 

 ・NEDO 担当部署名（終了事業の場合は、当時の担当部署名）、助成事業の名称、事業番号 

 ・成果発表種別（学会発表、論文発表、製品・事業化等のプレス発表） 

 ・発表内容（５０字程度） 

 ・所属、役職、氏名およびフリガナ、連絡先 

 

また、ＮＥＤＯ事業の成果の報道への公開、学会または論文等での発表や、当該事業の成果を利

用した事業化・製品化等を広く発信していきたいと考えております。つきましては、以下の点にご

留意の上、積極的に情報発信していただきますようお願いいたします。 

 

（１）ニュースリリース、製品化、論文等の発表について 

ニュースリリースとは、報道（新聞・ＴＶ・雑誌等）を含めた社会一般に組織として公式に情報を発信す

ることです。 

ＮＥＤＯの助成業務の成果が含まれる内容について、ニュースリリース等対外発表を行う場合には、必

ず事前にプロジェクト担当部までご連絡ください。より効果的な情報発信となるようにＮＥＤＯからアドバイ

スできることもありますので、時間に余裕を持ってプロジェクト担当部までご相談ください。 

ＮＥＤＯと共同で発信することでさらに効果を高められるような場合には、共同で実施する場合もありま

す。（必ずしも共同で実施するものではありません。） 

プロジェクト担当部と相談の結果、助成先のみで行うことになった場合は、下記記載例１のように、ＮＥ

ＤＯの成果が含まれていることをニュースリリースの主要な部分への記載をお願いいたします。また、ニュ

ースリリースの報告があった場合には、内容によりＮＥＤＯホームページ上でも「プロジェクト実施者の対

外発表記事」としてリンク等により紹介いたします。 

 

＜ニュースリリース等対外発表の記載例１＞ 

 

日本語 

「この成果は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の助成事業

の結果得られたものです。」 

 

英語 

This [paper, article, presentation, etc.] is based on results obtained from a project subsidized 
by the New Energy and Industrial Technology Development Organization (NEDO). 

  ※ ［ ］内は発表内容に応じて変更 

 

 

 

 

 

 

学会・論文発表等および研究成果の事業化・製品化についての発表または公開についても、交

付規程に基づき、ＮＥＤＯ助成業務の結果得られたものであることの明示をお願いいたします(交

付規程第9条第1項第21号、第23条第4項)。なお、学会・論文発表（投稿時や謝辞記載含む）等は

記載例２のようにお願いいたします。 

 

＜記載例２＞ 

 

日本語 

「この成果は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の助成事

業（JPNPXXXXX）の結果得られたものです。」 

 

英語 
This [paper, article, presentation, etc.] is based on results obtained from a project, 
JPNPXXXXX, subsidized by the New Energy and Industrial Technology Development 
Organization (NEDO). 
※ ［ ］内は発表内容に応じて変更 

 

※【JPNPXXXXX】は事業を特定する体系的番号です。XXXXXは、以下ＵＲＬの事業名に付番されてい

るコード（PXXXXX）のうち、数字の部分を記載してください。 

例：Ｐ１２３４５の場合、ＪＰＮＰ１２３４５ 

ＵＲＬ：https://www.nedo.go.jp/activities/introduction.html 

 

 

（２）ＮＥＤＯシンボルマークの使用について 

助成事業の研究成果の事業化・製品化について発表または公開する場合は、特段の理由がある場合

を除いて、記載例を参考として、ＮＥＤＯの助成を受けたものであることを明示することとなっております。

なお、その場合には、ＮＥＤＯの了解を得てＮＥＤＯのシンボルマークを使用することができます。 

＜記載例＞ 

「これは、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の助成事業の成

果を（一部）活用しています。」 

 

○ＮＥＤＯシンボルマーク 

 

 

シンボルマークを使用する際は、以下のＮＥＤＯウェブページより手続を行ってください。 

シンボルマークの使用について 

https://www.nedo.go.jp/introducing/symbol_index.html 

 

（３）ＮＥＤＯ側の担当者がわからない場合の窓口について 

上記内容をＮＥＤＯに連絡するにあたり、プロジェクト終了後数年経っているなどでＮＥＤＯ側の連絡先

が分からない場合は、下記の手順でＮＥＤＯまでご報告ください。 

 

① ＮＥＤＯ ＷＥＢページ右上にあるサイト内検索で『ヘルプデスク』を入力し検索。 

② 一覧の中から『ＮＥＤＯ：補助・助成事業の手続き：お問い合わせ』に移動（下図参照）。 
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https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/hojo_josei_help.html 

 

 

 

③ メールフォームに移動し、必要事項を記入し送信。 

フォームの「ご質問内容」欄に必ず以下を記載の上で送信してください。 

 

・ＮＥＤＯ担当部署名（終了事業の場合は当時の担当部署名）、助成事業の名称、事業番号 

・成果発表種別（学会発表、論文発表、製品・事業化等のプレス発表） 

・発表内容（50字程度） 

・所属、役職、氏名およびフリガナ、連絡先 

 

こちらのメールフォ

ームに必要事項を記

載し送信 
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ⅩⅡ..  ププロロジジェェククトトママネネジジメメンントトシシスステテムムのの概概要要ととユユーーザザーー登登録録  
 
１．プロジェクトマネジメントシステムの概要  Ｐ．１１２ 
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